
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安曇野市財政計画 
(平成 28 年度から平成 34 年度まで) 
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○ 策  定   平成 17 年３月（※安曇野地域合併協議会） 

  計 画 期 間 平成 17 年度から平成 26 年度まで 

○ 第１次見直し 平成 23 年３月 

  計 画 期 間 平成 23 年度から平成 32 年度まで 

○ 第２次見直し 平成 24 年３月 

  計 画 期 間 平成 24 年度から平成 32 年度まで 

○ 第３次見直し 平成 26 年３月 

  計 画 期 間 平成 26 年度から平成 32 年度まで 

○ 第４次見直し 平成 28 年 6 月 

  計 画 期 間 平成 28 年度から平成 34 年度まで 
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１ 財政計画の見直しの目的 

第１次安曇野市総合計画の計画期間が終了となる平成 29年度を目前にし、計画

の最終段階に来ていますので、それぞれの政策の成果と進捗を検証し、次期総合

計画に生かしていく必要があります。 

また、昨年度「安曇野市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、社会問

題となっている人口減少に歯止めをかけるとともに、安曇野市がその活力を維持

していくことができるように新たな施策展開を行う予定となっています。 

一方で、合併後 10 年が経過し、合併算定替による普通交付税の特例措置の取

扱いが、平成 33 年度に向けて順次、縮減されていきますので、これを考慮しつ

つ、政策の実現を図る必要があります。 

そのため、現在の財政計画を見直し、これらの状況に即した財政計画を作成す

ることとし、今後の行財政運営の指標とします。 

 

２ 計画期間 

平成 28 年度から平成 34 年度まで 

 

３ 策定手法 

(１) 実施計画による事業費等の把握 

実施計画に掲載する事業については、平成 34年度までの「事業計画調書」

を作成し、これを集計することにより各施策の事業費及び財源内訳を把握す

ることにしました。 

(２) その他経費等の把握 

その他の経費等については、平成 27年度の決算見込み額を基として歳入、

歳出について「財政計画調査表」を作成し、各年度の決算見込額を把握する

ことにしました。 

(３) 事業費・経費等の積算 

実施計画の事業費、その他経費等の積み上げにより財政計画を作成しまし

た。 

歳入は予算科目別に集計しています。 

歳出については、性質別に集計することによって、特徴が明らかになりま

すので、地方財政状況調査（決算統計）の手法に準じて性質別集計を行い、

科目別集計とともに表示しました。 

 

４ 財政計画 

上記の手法によって作成した財政計画は、次のとおりです。 

 

 

５ 個別経費等の算定に当たっての考え方等 

前述のとおり実施計画に係る「事業計画書」と「財政計画調査表」の積み上げ

が財政計画となっていますが、それぞれの財源及び経費の算定の考え方、とらえ

方は次のとおりです。 
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(１) 歳入 

ア 市税 

市税の算定について、個人市民税については、日本経済研究センターの「中

期経済予測」による実質成長率を給与所得者の所得に反映するとともに、「ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」の人口ビジョンに基づく納税義務者の減少

を考慮して課税額を予測し算定しています。 

法人市民税については、税制改正を踏まえた上で、中期経済予測による成

長率を反映して課税額を予測し算定しています。 

固定資産税に係る土地の評価については、地価の下落率が縮小傾向にある

ことを考慮しつつ、一定の減少を見込み、家屋の評価については、過去の評

価替えの状況を考慮し、一定の減少を見込みました。償却資産については、

過去の消費税の税率改正時の企業動向や今後のオリンピック開催に向けた設

備投資意欲を考慮し、一定の増加を見込みました。これらを総合して課税額

を予測し算定しています。 

軽自動車税については、税率改正を踏まえつつ、四輪自家用乗用車の経済

性・燃費性・環境配慮から台数の増加を見込み、課税台数に基づく課税額を

予測し算定していいます。 

たばこ税については、旧３級品の税率改正を踏まえつつ、禁煙・減煙傾向

による消費本数の減少を見込み、税額を算定しています。 

入湯税については、入湯客の減少が続いていることから、一定の減少を見

込み算定しています。 

 

イ 地方譲与税等 

地方譲与税、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金

については、内閣府の「中長期の経済財政に関する試算」による経済成長率

を反映して算定しています。なお、地方消費税交付金については、平成 31

年 10月と見込まれる消費税率の引き上げを加味して算定しています。 

利子割交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交

付金については、概ね現状の水準で推移するものとして算定しています。た

だし、自動車取得税交付金については、消費税の税率改正による廃止を踏ま

えて算定しています。 

 

ウ 地方交付税 

普通交付税については、基準財政収入額及び基準財政需要額をそれぞれ算

定した上で、交付税額を算定しています。 

基準財政収入額については、市税の課税額、その他譲与税等の収入見込額 

により算定しています。 

基準財政需要額については、現状の制度が継続するものとした上で、『測定

単位×補正係数×単位費用』により算出することになりますが、人口に係る

測定単位については、平成 27年度国勢調査速報人口及び「まち・ひと・しご
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と創生総合戦略」の人口ビジョンによる人口予測値を測定単位としています。 

また、事業費補正に係る公債費については、実施計画掲載事業の財源とな

る地方債の起債額に応じ、現行の借入利率、償還期間を基にして償還額を算

出し、基準財政需要額に加算しています。 

基準財政需要額は、「合併算定替」による算定と「一本算定」による算定の

双方を行った上で、平成 28 年度から平成 33 年度までの縮減率を加味して、

交付税額を算定しています。 

 

   
※合併算定替：合併前の町村が存在するものとして、それぞれ個別に算定した

基準財政需要額の総計 
※一 本 算 定：安曇野市として算定した基準財政需要額 
※縮 減 率：合併算定替では、複数の団体の行政経費を個別に算定するた

め、１団体で算定するよりも行政経費が高上がりになります。 

安曇野市においても、合併算定替の方が一本算定より基準財政

需要額が高くなるため、交付税額も大きくなります。 

合併後 10年間は、合併算定替の基準財政需要額による地方交

付税が交付されますが、合併 11 年目以降は、1 年毎に一本算

定と合併算定替との交付税の差額を９割、７割、５割、３割、

１割と落としていき、16 年目で初めて一本算定と同額の状態

になります。この減額割合を縮減率と言います。 

 

 

エ その他特定財源 

分担金及び負担金、使用料及び手数料、国庫支出金、県支出金、繰入金（特

定目的基金からの繰入金）、諸収入等、地方債については、実施計画掲載事業

の財源として算定されているもの及び財政計画調査表によるものを積み上げ

ています。このうち各年度の起債区分別の地方債は次の表のとおりです。 

なお、算定に当たり、使用料、諸収入について、施設の廃止、指定管理者

への移行等を計画しているものは、それに伴う変動額を加味して算定してい

ます。 

繰入金のうち、財政調整基金は財源調整等のため歳入を見込んでいます。 

 

(２) 歳出 

ア 人件費 

人件費のうち、議員報酬、特別職の給与等、執行機関・附属機関の委員報

酬については、現状の体制が維持されるものとして算定しています。 

職員給与費・手当等については、現行定数・処遇が継続されるものとして

算定しています。 
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イ 扶助費 

福祉施策に係る給付費である扶助費については、臨時的・特別措置的な給

付事業を除き、現行の制度が維持されるものとして算出しています。給付対

象者等に大きな増減は見込まれないため、ほぼ同一水準としましたが、障が

い者福祉に係る事業については、直近の増加傾向を加味して算出しています。 

 

ウ 公債費 

地方債の償還金である公債費については、平成 27年度までに発行した既発

債は、金融機関等と取り交わした償還表に基づいて算出しています。 

平成 28年度以降の地方債については、実施計画掲載事業の財源として算定

されている各年度の起債額に応じ、現行の借入利率、償還期間を基にして償

還額を算出しています。 

なお、年度別起債額は、歳入の地方債の部分に掲載したとおりです。 

 

エ 物件費 

賃金、旅費、需用費（消耗品や光熱水費等）、交際費、役務費（郵便料、通

信運搬費、手数料等）、備品購入費、委託料、使用料及び賃借料等が物件費に

なります。 

旅費、交際費、役務費については、概ね現行経費の水準が維持されるもの

として算出しています。 

需用費については、災害に備えた備蓄品や消防団活動費、保育所などの給

食食器等の更新、小中学校の教科書などを算定しています。 

備品購入費については、庁舎公用車の定期更新、穂高支所改築や保育所改

築に伴う施設備品の購入、災害救助用品等の備蓄、小中学校暖房器の定期更

新、三郷交流学習センター施設備品の購入、各図書館の図書の充実等を加味

して算定しています。 

委託料については、ファイリングシステム導入支援、総合計画その他各種

計画策定支援及び付帯業務、本庁舎等の施設管理委託費や、各種システムの

保守、ごみの収集運搬、各種健康診査・検診、予防接種、土地や道路台帳管

理、除雪費、児童生徒のスクールバス運行、外国語指導助手の配置等は今後

も継続していくものとして算定しています。 

なお、公共施設の管理業務委託費・指定管理料については、廃止を計画し

ている施設以外は、存続するものとして算定しています。 

松枯損木伐倒処理については、当面の間、処理が必要ですが、一定期間後

には処理量も減少する予測に基づいて算定しています。 

使用料及び賃借料等については、既存電算システムの賃借料等、各公共施

設等の借地料など、現行経費の水準が継続するものとして算定しています。 
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オ 維持補修費 

施設等の維持補修費については、施設の老朽化に伴う修繕経費や施設の設

備、備品類の耐用年数経過に伴う更新などが想定されることから、経費が増

加するものとして算出しています。 

 

カ 補助費等 

報償費、負担金・補助金及び交付金、還付金等が補助費等になりますが、

報償費については、ふるさと寄附が今後も期待されるため、この寄附額に応

じたお礼品の予算を算定しています。 

負担金については、現状の負担割合が継続するものとして算定し、土地改

良償還費等に係る負担金については縮小を見込んでおります。 

補助金については、現行の補助制度が継続するものとして算定し、計画期

間を定めた補助制度については、計画期間を持って終了としています。 

 

キ 繰出金 

国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計、産

業団地造成事業特別会計、観光宿泊施設特別会計への繰出金は、一般会計の

財政計画と同様な手法によって、各特別会計への繰出金を算出しました。 

下水道事業については、繰出基準に基づいた繰出金を算出しました。 

国民健康保険事業については、療養給付費等の増加が見込まれています。 

後期高齢者医療については、被保険者の増加に伴う広域連合への納付金の

増加が見込まれています。 

介護保険事業については、介護サービス給付費等の増加が見込まれていま

す。 

 

ク 積立金 

積立金については、財政調整基金への積立てなどを算定しています。 

 

ケ 投資・出資・貸付金 

投資・出資・貸付金については、水道事業の事業統合に伴う豊科・明科地

域水道施設整備事業に対する水道事業への出資を加味して算定しています。 

 

コ 普通建設事業費 

普通建設事業費については、実施計画「事業計画調書」に基づいて算定し

ています。 

 

合併特例債事業は平成 32年度まで、実施計画に基づく事業の実施を見込み、

公共施設再配置計画に基づく施設改修費は、33年度以降、単独事業として見

込みました。 
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（１）　歳　入 （単位：千円）　

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

決  算 決  算 決算見込 見込 見込 見込 見込 見込 見込 見込

市税 11,520,541 12,070,113 11,712,855 11,636,800 11,585,800 11,321,000 11,316,500 11,315,100 11,049,000 11,029,800

地方譲与税 489,252 467,257 489,095 493,465 493,958 501,368 505,379 509,422 513,497 517,605

利子割交付金 23,123 22,736 18,734 21,382 21,403 21,724 21,898 22,073 22,250 22,428

配当割交付金 33,995 64,688 52,330 65,340 65,405 66,386 66,917 67,452 67,992 68,536

株式等譲渡所得割交付金 57,416 49,229 53,775 45,765 45,811 46,498 46,870 47,245 47,623 48,004

地方消費税交付金 892,722 1,098,668 1,833,286 1,845,000 1,866,400 1,856,400 1,886,500 2,052,800 2,119,200 2,135,800

ゴルフ場利用税交付金 42,869 39,342 38,754 40,474 40,514 41,122 41,451 41,783 42,117 42,454

自動車取得税交付金 137,431 49,693 91,094 81,900 81,900 81,900 41,300 0

地方特例交付金 66,187 53,454 55,392 56,334 56,390 57,236 57,694 58,156 58,621 59,090

地方交付税 11,366,553 11,186,858 11,360,019 11,241,853 10,817,722 10,570,250 10,118,806 9,895,649 9,945,675 9,879,502

普通交付 10,528,251 10,389,623 10,645,226 10,641,853 10,217,722 9,970,250 9,518,806 9,295,649 9,345,675 9,279,502

特別交付 838,302 797,235 714,793 600,000 600,000 600,000 600,000 600,000 600,000 600,000

交通安全対策特別交付金 17,245 14,885 14,943 14,900 13,400 13,400 13,400 13,400 13,400 13,400

分担金及び負担金 184,560 185,731 259,502 223,000 223,000 198,200 176,000 143,400 143,400 143,400

使用料及び手数料 1,004,913 1,004,637 906,550 867,400 854,700 850,900 845,500 845,400 845,400 845,300

国庫支出金 3,371,196 3,419,627 3,764,179 3,751,500 4,027,800 3,910,100 3,521,100 3,654,300 3,354,900 3,304,700

県支出金 1,802,795 2,222,556 2,118,007 2,087,800 2,111,000 2,041,600 2,139,400 2,232,200 2,201,200 2,168,770

財産収入 235,086 123,036 282,725 135,000 130,860 131,360 132,870 135,110 123,400 115,000

寄附金 83,025 6,881 752,899 500,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000

繰入金 2,004,811 977,848 1,087,292 1,900,000 900,000 900,000 700,000 1,300,000 2,400,000 2,300,000

繰越金 779,491 992,552 1,211,572 788,787 768,222 81,386 136,634 184,408 187,451 144,826

諸収入等 1,818,166 1,515,181 1,443,623 1,499,000 1,426,900 1,495,900 1,538,700 1,428,800 1,427,900 1,418,900

地方債 4,741,800 8,022,600 4,520,900 5,287,900 4,701,700 5,144,600 6,705,010 5,840,900 2,059,100 2,127,500

歳入合計 40,673,177 43,587,572 42,067,526 42,583,600 40,432,885 39,531,330 40,211,929 39,987,598 36,822,126 36,585,015

歳入歳出差引　 992,552 1,211,572 788,787 768,222 81,386 136,634 184,408 187,451 144,826 114,383

区          分

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
入
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（２）歳　出（性質別） （単位：千円）
平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

決　　算 決　　算 決算見込 見   込 見   込 見   込 見   込 見   込 見   込 見   込

　人件費 5,553,115 5,653,036 5,607,197 5,710,018 5,617,592 5,693,924 5,679,972 5,651,450 5,630,250 5,630,050

　扶助費 5,419,229 5,824,870 5,677,263 5,665,481 5,712,807 5,703,904 5,705,810 5,697,067 5,698,939 5,700,496

　公債費 4,396,960 4,447,924 4,437,123 4,607,338 4,484,093 4,522,168 4,752,165 4,957,078 5,158,356 5,054,140

　物件費 5,376,621 6,300,912 6,008,990 6,887,539 6,411,953 6,175,861 6,143,767 6,023,273 6,208,785 6,156,991

　維持補修費 131,250 167,180 160,809 296,786 417,842 430,492 428,063 430,545 437,669 438,932

　補助費等 3,725,399 3,761,851 4,734,444 4,675,749 4,624,568 4,483,859 4,430,732 4,391,506 4,417,507 4,409,906

　繰出金 4,711,471 5,119,667 5,536,665 5,279,117 5,069,844 5,050,787 5,012,835 5,075,146 5,056,765 5,030,550

　積立金 2,748,382 598,846 1,295,600 836,267 522,194 444,929 236,529 236,388 227,788 219,960

　投資・出資・貸付金 1,369,865 1,352,650 1,056,626 1,198,148 1,314,336 1,341,512 967,795 968,188 968,604 969,045

　普通建設事業費等 6,248,333 9,149,064 6,764,022 6,658,935 6,176,270 5,547,260 6,669,853 6,369,506 2,872,637 2,860,562

歳出合計 39,680,625 42,376,000 41,278,739 41,815,378 40,351,499 39,394,696 40,027,521 39,800,147 36,677,300 36,470,632

（３）基金と地方債関係

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度

決  算 決  算 決算見込 見   込 見   込 見   込 見   込 見   込 見   込 見   込

4,951,967 5,114,380 5,147,062 3,945,038 3,958,272 4,071,317 4,173,508 4,087,717 2,935,044 2,530,811

2,118,109 2,072,416 2,082,196 2,090,890 2,098,075 2,005,290 1,911,492 1,616,216 1,219,457 821,125

3,751,975 3,742,497 3,435,158 3,350,857 3,215,218 2,866,524 2,614,371 2,219,012 1,719,018 550,229

4,469,611 4,026,143 4,498,793 4,712,691 4,450,105 4,323,468 4,103,757 3,816,571 3,693,785 3,585,099

15,291,662 14,955,436 15,163,209 14,099,476 13,721,670 13,266,599 12,803,128 11,739,516 9,567,304 7,487,264

37,726,847 41,665,708 42,397,328 43,357,171 43,857,070 44,736,736 46,928,726 48,042,471 45,166,346 43,361,197

14,039,536 14,670,677 15,269,418 15,854,549 16,331,279 16,725,131 16,995,517 17,178,358 17,293,156 17,321,000

14,504,440 18,882,586 19,467,549 20,332,125 20,415,815 21,255,338 23,059,469 24,071,416 21,712,594 19,495,394

1,500,000 1,700,000 1,600,000 1,674,000 1,656,100 1,673,700 1,657,500 1,682,100 1,724,000 1,711,800

1,228,657 1,202,972 1,121,361 1,193,544 1,281,363 1,368,965 1,456,674 1,542,263 1,627,619 1,697,271

901,051 1,052,411 1,164,022 1,389,707 1,606,218 1,686,509 1,663,928 1,771,340 1,877,853 1,954,538

73% 87% 104% 116% 125% 123% 114% 115% 115% 115%

3,000,200 5,780,200 2,303,500 2,966,000 2,017,600 2,747,400 3,895,300 3,281,700 - -

1,183,604 1,494,738 1,815,638 2,006,284 2,019,150 1,986,009 2,154,502 2,332,139 2,422,181 2,260,347

828,525 1,015,616 1,270,947 1,404,399 1,414,175 1,394,499 1,508,151 1,632,496 1,695,526 1,582,242

70% 68% 70% 70% 70% 70% 70% 70% 70% 70%

　実質公債費比率（単年度） 12.0% 9.5% 10.2% 11.3% 11.0% 10.8% 11.4% 11.6% 12.9% 12.6%

　実質公債費比率（３カ年平均） 11.7% 10.7% 10.5% 10.3% 10.8% 11.0% 11.1% 11.2% 11.9% 12.3%

※旧合併特例事業債の「借入額」と「償還額」には、借換債分を含まない

区          分

　　　　普通交付税　算入額

　　　　普通交付税　算入率

　　　　元利償還額

　地方債残高

　　　　うち臨時財政対策債

　　　　うち旧合併特例債

　臨時財政対策債　借入額

　減債基金残高

　公共施設整備基金残高

基金残高計

　　

　財政調整基金残高

区          分

　　　　普通交付税　算入率

　旧合併特例事業債　借入額

　　　　普通交付税　算入額

　　　　元利償還額

　特定目的基金残高
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年度別・起債区分別市債発行見込み （単位：千円）

　　起　　債　　名 H25（決算） H26（決算） H27（見込） H28（見込） H29（見込） H30（見込） H31（見込） H32（見込） H33（見込） H34（見込）

借入額合計 4,713,800 8,022,600 4,520,900 5,287,900 4,701,700 5,144,600 6,705,010 5,840,900 2,059,100 2,127,500

・臨時財政対策債 1,500,000 1,700,000 1,600,000 1,674,000 1,656,100 1,673,700 1,657,500 1,682,100 1,724,000 1,711,800

・通常債 213,600 542,400 617,400 647,900 1,028,000 723,500 1,152,210 877,100 335,100 415,700

施設整備事業債（保育園） 97,800 252,300 202,800 351,500 261,800 376,900 381,600

防災対策事業債 5,400 17,000 21,400 20,200 27,000 27,000 16,500 13,500 13,500

全国防災事業債 58,400 110,500 93,300 70,500 38,600

緊急防災減災事業債 95,400

公共事業等債 68,100 112,200 470,500 265,200 373,300 304,100 359,000 337,200 299,700 380,900

公共事業等債（国補正予算） 47,700 18,700 28,000

義務教育施設整備事業外 101,900 40,100 189,700 60,100 350,710 141,800 21,900 21,300

補助災害復旧事業債 7,900

（単位：千円）

H25（決算） H26（決算） H27（見込） H28（見込） H29（見込） H30（見込） H31（見込） H32（見込）

・旧合併特例事業債（Ａ＋Ｂ） 3,000,200 5,780,200 2,303,500 2,966,000 2,017,600 2,747,400 3,895,300 3,281,700

基金造成分　Ａ 基金造成分 3,676,000

地域振興基金 190,000 190,000 190,000 94,000 新市建設分 38,108,500

建設事業分　Ｂ 3,000,200 5,780,200 2,303,500 2,776,000 1,827,600 2,557,400 3,801,300 3,281,700 合計 41,784,500

庁舎建設事業（本庁舎） 1,056,900 2,714,900

庁舎建設事業（穂高支所） 11,200 250,800 307,500

庁舎建設事業（三郷支所） 494,100

庁舎建設事業（堀金支所） 353,900

庁舎建設事業（明科支所） 170,000

穂高広域施設整備負担金 896,100 1,785,400 1,785,400

保育園整備事業（たつみ保育園） 45,600 63,300 76,700 135,000 26,900

保育園整備事業（アルプス保育園） 76,200 216,800

保育園整備事業（明科南保育園） 172,100 102,000 172,000

保育園整備事業（三郷北部保育園）

保育園整備事業（三郷南部保育園） 179,200 177,500

保育園整備事業（三郷北部保育園） 15,900 228,300 235,200

保育園整備事業（三郷西部保育園） 42,400 57,200 70,600 122,400

保育園整備事業（三郷東部保育園） 136,300 92,200 157,400 268,800

しゃくなげの湯整備事業 113,500 17,400 168,400 779,200

市道新設改良事業 213,900 265,100 181,900 57,000 137,600 122,500 151,900 137,700

三郷文化公園耐震化事業 68,400

一般会計出資債（上水道分） 383,200 387,500 90,700 460,700 387,100

三郷交流学習センター建設事業 2,700 421,200 335,700

豊科交流学習センター（近代美術館） 141,600

公民館整備事業（豊科公民館・駐車場） 365,000 694,900 190,000

公民館整備事業（穂高会館） 865,300

公民館整備事業（堀金公民館） 358,300

総合体育館整備事業 246,000 753,600 1,501,000 940,500

南部多目的グランド建設事業 682,800 189,600

防災行政無線設備整備事業（同報系） 32,200 385,700 50,200

防災広場整備事業 26,900 324,800

※　参考

合併特例債新市建設分の発行額累計 15,780,800 21,561,000 23,864,500 26,640,500 28,468,100 31,025,500 34,826,800 38,108,500

参考：総発行額見込み
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歳入歳出決算（見込み）額の推移 （単位：億円）

（単位：千円）

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

歳入決算 40,673,177 43,587,572 42,067,526 42,583,600 40,432,885 39,531,330 40,211,929 39,987,598 36,822,126 36,585,015

歳出決算 39,680,625 42,376,000 41,278,739 41,815,378 40,351,499 39,394,696 40,027,521 39,800,147 36,677,300 36,470,632

406.73

435.88

420.68
425.84

404.33

395.31

402.12
399.88

368.22
365.85

396.81

423.76

412.79
418.15

403.51
393.95

400.28 398.00

366.77 364.71

320.00

340.00

360.00

380.00

400.00

420.00

440.00

460.00

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

歳入決算（見込み）

歳出決算（見込み）
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【単位：億円】 基金残高の推移見込み

【一般会計所管基金の残高推移表】 （単位：千円）

平成17年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

財政調整基金 2,682,945 4,951,967 5,114,380 5,147,062 3,945,038 3,958,272 4,071,317 4,173,508 4,087,717 2,935,044 2,530,811

減債基金 1,067,048 2,118,109 2,072,416 2,082,196 2,090,890 2,098,075 2,005,290 1,911,492 1,616,216 1,219,457 821,125

公共施設整備基金 1,512,797 3,751,975 3,742,497 3,435,158 3,350,857 3,215,218 2,866,524 2,614,371 2,219,012 1,719,018 550,229

特定目的基金 1,081,773 4,469,611 4,026,143 4,498,793 4,712,691 4,450,105 4,323,468 4,103,757 3,816,571 3,693,785 3,585,099

年度末現在高合計 6,344,563 15,291,662 14,955,436 15,163,209 14,099,476 13,721,670 13,266,599 12,803,128 11,739,516 9,567,304 7,487,264

26.83 

49.52 51.14 51.47 
39.45 39.58 40.71 41.74 40.88 

29.35 25.31 

10.67 

21.18 20.72 20.82 

20.91 20.98 20.05 19.11 16.16 

12.19 
8.21 

15.13 

37.52 37.42 34.35 

33.51 32.15 28.67 26.14 
22.19 

17.19 

5.50 

10.82 

44.70 40.26 44.99 

47.13 44.50 
43.23 

41.04 

38.17 

36.94 

35.85 

0.00 

20.00 

40.00 

60.00 

80.00 

100.00 

120.00 

140.00 

160.00 

180.00 

平成17年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

特定目的基金

公共施設整備基金

減債基金

財政調整基金
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普通交付税算定額の推移試算

（単位：千円）

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

交付税額 10,528,251 10,389,623 10,645,226 10,641,853 10,217,722 9,970,250 9,518,806 9,295,649 9,345,675 9,272,502

交付税額(一本算定） 7,709,776 7,836,597 8,659,793 9,072,431 8,975,394 9,070,656 8,982,522 9,116,013 9,345,675 9,272,502

交付税額（算定替） 10,528,251 10,389,623 10,645,226 10,816,233 10,750,149 10,869,845 10,770,136 10,912,378 - -

105.28
103.90

106.45 106.42

102.18

99.70

95.19
92.96 93.46 92.73

77.10 78.37

86.60
90.72 89.75 90.71 89.83 91.16

93.46 92.73

105.28
103.90

106.45
108.16 107.50

108.70
107.70

109.12

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

110.00

120.00

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

交付税額

交付税額(一本算定）

交付税額（算定替）
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起債残高及び公債費の推移見込み
（単位：億円） （単位：億円）

（単位：千円）

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

　地方債残高 37,726,847 41,665,708 42,397,328 43,357,171 43,857,070 44,736,736 46,928,726 48,042,471 45,166,346 43,361,197

公債費 4,396,960 4,447,924 4,437,123 4,607,338 4,484,093 4,522,168 4,752,165 4,957,078 5,158,356 5,054,140

交付税措置 3,102,299 3,387,915 3,548,521 3,840,543 3,974,729 3,964,652 3,956,784 4,064,797 4,100,647 3,977,991

12.95 10.60 8.88 7.66 5.09 5.57 7.95 8.92 10.57 10.76 

31.02 33.88 35.49 38.41 
39.75 39.65 

39.57 
40.65 

41.01 39.78 

377.27 

416.66 423.97 
433.57 438.57 

447.37 

469.29 
480.42 

451.66 
433.61 

0.00 

100.00 

200.00 

300.00 

400.00 

500.00 

600.00 
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平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

交付税措置

一般財源

地方債残高

 


